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1.序論
諏訪農山村における部落会計の
変遷と社会秩序
今里悟之
1 
村落社会における部落協議費(地域により部落費・自治会費・万雑割・
区費など呼称は様々に異なる)及びそれを含めた部落会計の実態は、従来
主に農村社会学において、特に戦後から高度成長期以降の村落構造変化と
の関連から検討されてきた(高橋1959、1974、鳥越1972、木村1980、蘭
1984、1985、荒樋1989、高橋ほか1995)。その主な論点は、①国家財政と
連動した市町村の財政責任の部落会計支出への実質的な一部転嫁、②部落
協議費の戸別均等負担に由来する経済的下層戸の実質的不利益、③部落の
共同機能・就業構造・社会階層構成等の部落会計への反映、の3点である。
本稿では、特に第3点目を問題とする。
部落協議費の賦課基準には、大別すると、①戸数割・人頭割といった均
等割と、②所有反別割・耕作反別割・地租割・所得割・県民税割・市町村
税割・固定資産税割・見立割といった等級割の2つがあり、各部落のその
時々の実状に応じてこれらが様々に組み合わされてきた(高橋1959:69-
79、蘭1985:72-84、橋本1995:147)。部落協議費は多くの場合、明治中
期から存在したようであるが、戦後に本格的に導入された例もある(後藤
1991)。蘭 (1985: 77-84)や後藤 (1991)は、特にこの部落協議費の等級
割制度が、旧来の社会階層構成に基づく伝統的威信秩序の表示装置として
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機能してきたことを指摘する。
部落会計簿は、部落の共問機能の現状を示す指標としてもしばしば利用
されてきたが(川本1970、鳥越1975、中田1993: 225-310、高橋1994、長
谷川1997: 255-261)、その収支内容や協議費賦課基準の変化要因としては、
高度成長期以降の就業構造変化と伝統的社会構造との聞の矛盾(蘭1985: 
77-84、橋本1995: 106-164)などが、また維持要因としては、混住化・企
業進出後も残存する領土保全機能(川本1970)などが指摘されている。
しかしながら、これらの既往研究では伝統的社会構造との関連を問題と
した戦前の事例分析はほとんどなく、さらに中期的ないし長期的な検討も、
地方中小都市の過疎山村および近郊農村の高度成長期前後の会計変遷を追
跡した高橋 (1959、1974)と高橋ほか (1995)の研究や、都市化地域の毎
年度の会計支出分析から行政分担機能の変遷を考察した鳥越 (1972)の研
究などを数えるのみで、特に村落内部の社会構造変化に連動した部落会計
全体の長期変動は未だ十分には解明されていない。また事例としても、新
潟・富山・石川といった北陸地方に集中している。したがって本稿では長
野県の一部落を事例として、明治末期から現在までの約100年間にわたる
数時点の部落会計の検討から、収支内容の変遷と村落社会構造の枢要の一
つである家同士の社会秩序の変遷との相互関係を明らかにする。本文中で
は部落協議費を、事例部落の呼称にしたがって「区費」と表現する。
2.事例郵落に怠ける会計簿の概要
事例部落は、長野県の旧諏訪郡内のA部落である。部落の発祥は、近世
初期の新田開発に遡る。明治中期以来の行政単位としては「組」であった
が、部落内部では fA区jと呼ぴ慣わされてきた。戸数は明治期以降
45-50戸程度を維持し、生業は稲作・畑作・養蚕・林業のほか、明治期に
は製糸業も栄えた。 1950年代後半から農外兼業戸が激増し、さらに1970年
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代以降は混住化が急激に進行した。高度成長期までは隣接する国有林(現
面積は1639haで戦前までは皇室林)の管理を一部委託され、林野資源の一
部の有償利用も許可されていた。資料には、 A部落所蔵の明治末期以降の
会計簿と部落会(区会ないし評議会と呼ばれる)議事録を主に利用し、そ
の他、部落有文書・市町村誌(事例部落の所属自治体を特定できないよう
に文中では全て「市町村jと表記する)・土地台帳・聞き取りを援用した。
部落会計の収入は、帳簿上では「歳入Jと記載される。財産収入とは、
積立金の利子や共有地資源の売却収益などである(表1)。夫役とは実質
的には区費戸数割の一部で、 1戸宛4人または2人(時代によって変遷する)
と換算し、実際の成員数や労働力数とは関わりなく各戸均等に賦課され、
春季と秋季の道路補修及ぴ農業用水路補修への実際の出役者の日給となっ
た。夫役負担金は、屋敷などを残した部落外転出戸の義務である。区費は、
上記の夫役のほか、戸数割と等級割を組み合わせて徴収されてきた(表
2 )。特別徴収金とは、春季・秋季の年2回臨時に徴収された区費で、 3等
級程度の等級割ないし戸数割であった。部落代表者である組長(任期 1
年)の年給は、玄米を戸数割で徴収してその販売代金を充当した。公衆電
話の使用料も、区内者からは戸数割と等級割、区外者からは戸数割で徴収
した。区外者とは、その時点では正式な部落成員とはまだ認められていな
かった戸のことで、寄留者あるいは未加入者とも呼ばれた。これらの区外
者からも、区費を部落内の生活諸設備の「使用料」という名目で各戸の状
況に応じて徴収した。雑収入には、氏神や嗣堂の妻銭も含まれる。特別会
計とは土木工事などの臨時事業の会計で、 1つの案件内で収支額を一致さ
せた。また、諏訪地方全域で6年に1度開催される諏訪大社御柱祭の年度
には、部落独自の大規模な特別会計が計上されてきた。
また、支出は帳簿上では「歳出Jとされる。需要費とは燃料や文房具な
どの消耗品で、会議費とは、区会の際の文具費や書記の日給などである。
4 
表1 -A部落における部落会計の変遷
年度 1905 1917 1935 1965 1995 
総収入 441.08 1272.64 1577.59 544735 1732683 
財産収入 38.47 26.86 3.35 22175 。
繰越金 11.40 127.61 65.43 6054 127670 
夫役 28.12 86.00 102.00 66000 
夫役負担金 0.00 9.00 。
区費戸数割 98.71 26.00 206800 693600 
区費等級割 17.20 50.68 
特別徴収金 13200 。
組長給料負担金 36.98 53.04 
電話・電灯費 76..18 163.55 2400 3620 
区外者徴収金 110.25 65.65 7.80 1000 101500 
納税組合奨励金 17646 
雑収入 168.95 0.00 51.28 25444 10019 
臨時収入 83.89 125.26 71.13 15806 144800 
特別会計収入 612.17 974.33 168210 651474 
総支出 414.67 1164.90 1510.59 541017 1600048 
組長・当番給料 30.27 53.98 54.04 86603 57000 
需要費 8.61 5.21 10.44 8637 108999 
会議費 2.05 3.37 15903 91000 
電話費 76.55 168.83 39399 
電灯費 13014 152620 
水道費 31116 
土木費 42.05 87.24 145.57 139550 。
祭典費 44.29 35.37 11.05 11880 215000 
衛生費 1.05 2.95 3.80 
教育費 53.60 46.80 19.73 
警備費 8.75 85.32 10.75 
兵事費 6.02 8.20 0.00 
勧業費 0.00 0.00 20.00 
諸税・負担金 39.99 23.86 13.08 21101 2400 
財産備蓄 38.47 25.00 25.00 6975 66240 I 
区内団体補助金 45800 40000 
予備・調整分 5.32 42.47 0.00 7538 。
臨時支出 136.25 55.81 50.60 15806 144800 
特別会計支出 612.17 974.33 168210 651474 
注:単位は円。厘は切り捨てのため諸費の合計と総計は金額が厳密には一
致しない。項目分類は実際の会計簿の項目に可能な限り従ったが、通年比
較を可能とするため、一部統合ないし分割した場合もある。また、項目表
示についても一部変更した箇所がある。さらに、明らかな総計の誤りも訂
正した。
資料:各年度会計簿 (A部落所蔵)。
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表 2 A部落における区費賦課基準の変遷
年度 戸数 夫役 戸数割 等級事l 玄米
区内:区外 総額;一戸 総額 ;一戸 総額 l最高額;最低額 一戸
1905 45: 39 28.12: ※ 一 (0.0): -11.80 
1910 44: 35 66.00: 1.50 (0.0) : -10.04 
1917 43: 11 86.00:2.00 98.71: 2.29 17.20 (8.5): 2.25: 0.05 0.04 
1926 49: 41196.00:4.00 120.00: 2.50 17.05 (5.1): 3.80: 0.02 0.04 
1935 52: 41104.00:2.00 26.00: 0.50 50.68 (28.4): 8.lO: 0.07 0.04 
1950 51: 10 9180.00: 180.00 8458.00 (48.0) :489.00: 27.00 0.02 
1960 52: 5 43004 . 00: 827. 00 27857.00 (39.3) :743.00:355.00 . 
1965 55: 2 206800.00: 3760.0。 一 (0.0): 
1975 61: 10 163700.00: 2700.0。 一 (0.0): 
1985 lO3: 11 406000 . 00: 4000 . 0。 一 (0.0); 
1995 102: 23 693600 . 00: 6800 . 0。 一 (0.0): 
注:単位のうち金額は円、玄米は石。( )内は同一年度内での比率(%)。※は玄米徴収。
1926年の戸数割は2戸が半額免除。 1975年・ 1985年は年度途中よりそれぞれ1戸減・ 3戸増。
資料:各年度会計簿 (A部落所蔵)。
電灯費とは、集会所(公会所と呼ばれる)・氏神・嗣堂などの灯火費であ
る。教育費とは、 1875(明治8)年に部落内に設置された小学校分校の修
繕費・教育補助費や青年会の夜学開催費である。警備費とは防災関係の費
用で、兵事費とは国家の戦争に関わる行事への出費である。区内団体補助
金とは青年会・婦人会などへの補助金であるが、これらの社会組織は原則
として部落会計とは別会計であった。
3 .部落会計の変遷と社会秩序
3.1 明治末期
A部落は1889(明治22)年以来、市町村の行政区としては新田開発の親
村を含むP区に所属し常に区長代理を輩出してきたが、実質的な自治は各
部落単住で行われた。部落内部の土地所有階層の格差はさほど大きくなく
(表3)、9つの同族内での主従関係も強くなかった。明治末期までは、製
糸業の隆盛によって農林工業労働者の流出入が頻繁に生じ、区外者が常に
30-40戸程度在住した。部落外出身者がまず区外者となるためには、区内
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表3 A部落における水田所有階表4 A部落における区費等級割の変遷
層の変遷(部落内在住者のみ)
年度 1889 1955 1997 
2.0-2.5町 1 。。
1.5.2.0町 1 。(t 
1.0-1.5町 6 4 。
0.5-1.0町 19 18 7 
0.0-0.5町 13 29 33 
非所有 3 6 75 
単位:戸
資料:土地台帳
年度 1917 1926 1935 1950 1960 
750- 1 
700-750 6 
650-700 8 
600-650 4 
550-600 1 8 
500-550 6 
450-500 7 6 
400-450 7 
350-400 1 2 7 
300-350 
250-300 1 
200-250 2 3 7 
150...20 1 1 7 
100-150 1 2 6 8 
50-100 5 4 7 14 
20-50 19 17 12 8 
5-20 16 10 18 
0- 5 14 
注:賦課額の1917年・1926年・1935年は銭、 1950
年・ 1960年は円。各階級の度数の単位は戸、
資料:各年度会計簿 (A部落所蔵)。
者の家主1名・保証人2名との連名で、①家主の宅地の一部借用、②規定
使用料の部落への支払、③規定違反時の部落外退去、を誓約して区会の承
認を得ることが必要であった。
まず1905(明治38)年度の会計簿から検討する。財産収入は、国庫債券
と積立金の利子である。夫役は「徴収米jと記入され、 1戸あたり玄米1
石8斗を徴収し、その販売収入を財源とした。区外者徴収金は「規約集
金Jとされ、最高額5円、最低額50銭、最頻額3円 (19戸)であった。雑
収入には、国有林植林の日給、国有林関係者の道路使用料、共有林野の売
却代金などがある。臨時収入とは、大洪水に伴う橋梁補修 (48円18銭 7厘
支出)と、国有林の下草購入 (30円19銭)・土地一部取得 (44円42銭5厘6
毛支出)・延焼防止作業 (5円91銭5厘支出)のための収入である。橋梁補
修費は、当時の上層5戸が持山の赤松の売却代金を寄付して拾出した。国
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有林の管理請負金や道路使用料(計152円71銭)と区外者徴収金 (110円25
銭)で収入の半額以上を占め、直接的にはいわば外部的要素によって部落
会計が成立していた。
支出では、需要費として石油・炭・土瓶・杯などの購入費が、土木費と
して用水路・道路・集会所・橋梁の補修費が計上されている。祭典費は、
氏神の春祭・秋祭と部落内各小嗣の初午祭・天神祭の費用、諏訪大社祭礼
への参加入足の日給及び分担金などである。衛生費は種痘の費用、警備費
は防火費と洪水後の橋梁周辺の管理費、兵事費は日露戦争に関する部落内
の祝賀行事の費用である。諸税・負担金とは、県税・市町村税の地租割、
P区区費、諏訪大社分担金、日露戦争旅順陥落や鉄道開通の祝賀行事分担
金などである。
区費の賦課基準は、 1905(明治38)年の場合、夫役として玄米を戸数割
とし、その販売代金は大正期以降のように出役の日給には特に限らず支出
全般に充当していた(表2参照)。その販売総額は28円12銭で、区内者全
体の負担は区外者全体の負担 (110円25銭)の約4分の 1に過ぎなかった。
この年、製糸工場の業務用に敷設されていた電話が部落の公衆電話として
最上層戸内に再設置され、以後電話費が各戸から徴収された。また
1910 (明治43)年には、各戸 1円50銭の夫役を出役目給に全額充当し、こ
れと組長年給用の各戸玄米4升以外に区費は徴収されず、残りは部落財産
に基づく収入と区外者35戸からの徴収金で賄っていた。
3.2 大正期
次いで大正期の例として、 1917(大正6)年度の場合を挙げる。財産収
入は、共有林野の貸付料と茸の販売代金などである。夫役は1戸4人宛で
2円を徴収した。組長の年給は 1戸4升の玄米を徴収し、合計1石7斗2
升の売却代金を充当した。電話維持費は戸数割計24円78銭5厘、等級割計
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38円90銭5厘である。区外者25戸からは、徴収金として1戸3円程度と電
話維持費を 1戸50銭(計12円50銭)徴収している。臨時収入は、区外者の
墓地使用料、国有林稼山の使用料、破損した火見櫓の廃材売却代金などで
ある。特別会計は、①嗣堂改修工事 (162円38銭)、②市町村会議員選挙
(2円24銭)、③集会所改修 (207円55銭2厘)、④水力発電所建設の補償交
渉 (120円)、⑤及びその契約 (110円)の5件である。収入源は、①は最
上層の2戸からの寄付(130円と20円)、②は予備費からの充当、③はある
上層戸の本家当主の遺産寄付 (200円)など、④は電力会社からの補償金
で、④の残金は部落財産として銀行に積み立てられた。
支出では、土木費に集会所修繕費のほか、道路補修の日給1人50銭・計
86円カf計上されている。衛生費は、種痘時の蝋燭代、 トラホーム検診時の
炭代、衛生組合長への年給などである。警備費の大半は火見櫓の補修費で
あり、兵事費は、帰郷兵士の歓迎会、除隊兵士への祝儀、入営兵士の送別
会と健別の費用である。臨時支出は、国有林下草の払下願、消防演習、部
落外関係者の葬儀などに要した事務費である。当年度の場合、特別会計の
5件で総支出の半額以上を占めた。
この時期の重要な出来事は、区費の等級割の導入である(表4)。区費
の戸数割・等級割の比率と金額は組長が算定し、区会の承認を得て決定さ
れた。等級割の算定基準は、部落各戸の納税調などとの対応関係から見て、
主に地租額に基づいたものと推定される。しかしながら、 1917(大正6)
年の時点では区内者からの徴収金全体の8.5%を占めるに過ぎず、形式的
な威信表示装置かっ経清的下層からの不満緩和装置という性格が強かった。
賦課額の上層各戸は、いずれも各同族の本家ないし最も早期の分家であっ
た。 1926(大正15)年においても賦課基準に変化はないが、最上層戸が市
町村内の中心集落へ転居し、土地集積を進めた二番手の戸が3円80銭と突
出するようになった。
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A部落の役員は、理事者(組長1名・伍長8名)と区会議員18名(区内
者投票で年度改選)から構成された。区会議員は、議長・副議長各1名、
会計監査・書記・議事録署名委員各2名、協議委員5名を互選し、さらに
予算項目の3分科のいずれかの委員を担当した。 1918(大正7)年には区
内者加入規約が制定され、①部落内在住満10年以上、②家屋所有と転籍、
③加入金として一時金25円または年賦金30円(1年目15円、 2年目10円、
3年目 5円、延滞時は聞除名}、④願書・誓約書・原籍地戸籍謄本の提出、
⑤部落の規約・名誉・権利義務・社調の遵守及び尊重、⑥区会の承認、を
その要件とした。以後、区外者が区内者となり得る道が聞かれ、区外者の
数は漸減していく。
3.3 昭和初期
昭和初期に入札さらに変化が現れる。 1935(昭和10)年度の場合、財
産収入には、共有林野の茸販売や墓地の下草売却の収益がある。雑収入に
は、発電所の河川使用補償料(年度分}などが含まれる。夫役は1戸2人
宛で2円が課せられ、夫役負担金は2戸から各4円50銭が徴収されている。
区外者徴収金の割合が激減しているのも特徴的である。臨時収入は、部落
内外住民の集会所使用料、国有林での茸・栗採取の入林代、役場からの伊
勢神宮暦配布の手数料、陸軍屯所の敷地料、出役の出不足料(1回80銭な
いし1円)などである。特別会計は、①調堂関係 (211円10銭)、②葬儀用
品関係 (46円5銭)、③国有林地の一部取得 (300円36銭)、④区有金配分整
理 (416円82銭)の4件である。収入源は、①が最上層戸からの寄贈国庫
債券 (200円)と嗣堂信徒組合の積立金払戻、②が教育積立金払戻、③が
1戸1本宛の用材売却収益及ぴ道路補修の出不足金などである。
支出では、勧業費として栽培作物の種子・農薬・消毒・出荷代が計上さ
れ、財産備蓄では発電所補償料が全額銀行に積み立てられている。臨時支
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出項目は、陸軍歩兵隊露営の食糧補助、屯所の補修、夜学用の電灯設置、
諏訪大社祭礼の寄付分担、農業用水路測量の日給、役員選挙の慰労会など
であった。特別会計が総支出額の約65%を占め、特に国有林の土地取得に
多大の費用を要している。
1927 (昭和2)年に部落有林野統一事業が実施され、 A部落は単独所有
林野約28.4町と他部落との入会林野約474.3町の権利を失い、部落会計収
入にも影響を与えたと推測される。 1939(昭和14)年にA部落は近隣の2
部落とともにP区から独立し、新たにQ区が成立した。しかし、この2部
落は18戸程度の小集落とA部落などからの開拓集落であったため、 Q区区
長(任期1年)は以後A部落のみから選出されたが、実質的な自治は引き
続き各部落単位で行われた。 1935(昭和10)年には、等級割の比率が区費
全体の28.4%に上昇して等級格差もさらに拡大し(表4参照)、経済階層
の分化が進行したことを示している。また戦中・戦後の一時期は、疎開者
の増加により区外者の数が一時的に増加した。
3.4 戦後から高度成長期
戦後から高度成長期にかけて、会計簿の内容は一段と変化する。
1965 (昭和40)年度の場合、財産収入では電力会社の社債利子と樹本組合
の配当金がある。また区費収入の比率が4割近くにまで増大している。納
税組合費とは、固定資産税・市町村民税・水道料・軽自動車税・犬税など
の部落一指払に対する役場からの補助金である。臨時収入は、役場からの
選挙投票所借用料・集金手数料・集会所行事交付金、出役への出不足金(男
600円・女300円)などである。特別会計は、①外灯費 (17970円)、②集会
所改修 (29740円)、③氏神鳥居周辺工事 (4110円)、④春祭・秋祭の祝宴
(16490円)、⑤道路改修 (99900円)の5件で、収入源は①が戸数割、②が
預金引出、③が区費、④が戸数割と部落外住民からの祝儀、⑤が市町村か
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らの補助金である。
支出では、従来の組長に代わって集会所常駐者となった当番への月給制
の導入と、土木費の比率上昇も特徴的である。また1966(昭和41)年には
小学校分校が廃止されて集会所の別館(青少年ホーム)となり、教育費支
出が消滅した。団体補助金は、有線放送協会、余興委員会、消防団、青年
会の除雪競技会、女子青年会の集会所清掃、少年団の社寺清掃と祭典補助、
婦人会の講演会、 PTAの体育大会、婦人会・青年会主催の敬老会などに
充当されている。臨時支出は、前年度役員の慰労、集会所の水道修理、氏
神の轍への揮毒の謝礼などである。
終戦直後の1945(昭和20)年の時点では夫役が存続していたが、
1950 (昭和25)年にはすでに廃止され、区費は戸数割と等級割がほぼ五分
五分となった。等級割は最上層の7戸のみが突出し、しかもうち 5戸は462
円と全く同額で、他にも208円4戸・187円3戸・81円7戸など同額の格付け
が頻出し、見立割が導入されたと判断できる(表4参照)。最上層 7戸の
うち、 1935(昭和10)年当時の等級割 1円50銭以上の上層戸は3戸のみで、
農地改革などによる経済階層の変動が伺える。この等級格差は年次ごとに
縮小し、 1960(昭和35)年には最高額と最低額の差は2倍以下となった。
また同額戸がほぽ消滅した代わりに、例えば743円の次は740円・737円・川と
概ね3円刻みで格付けが行われ、その形式性はさらに強まった。最上層の
700円以上の多くは旧区内者の分家層であり、さらに旧区外者における最
高額 (670円)が戦前の上層戸のいくつかを上回り、伝統的な威信秩序は
大きく動揺した。
さらにこの直後、区費の賦課基準は戸数割のみに戻る。これは混住化進
行以前のことであり、旧区外者が部落役員に就任し始める時期である。組
長は1952(昭和27)年、 Q区区長は1965(昭和40)年にそれぞれ初めて旧
区外者から選出され、その後も1959(昭和34)年から1969(昭和44)年ま
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での聞に組長計8名・区長計2名が輩出されていく。この時期に、部落役
員へのアクセス権の開放化が急速に進行したといえる。農地改革による土
地所有階層差の縮小(表3参照)や、農外兼業化の進行(精密機械工場へ
の通勤や商工業自営)による収入格差の縮小も、その主要因である。戦後
も戦前の部落役員制度がほぼ踏襲されたが、 1946(昭和21)年から農業委
員1名(任期3年・再選可)が新たに設置された。さらに1959(昭和34)年
からは諏訪大社大総代1名(任期3年・再選可)がQ区にも割り当てられた
が、以後全てA部落の旧区内者から選出され、 Q区全体へのA部落及び被
選出戸の威信表示装置として機能している。
3.5 高度成長期以降から現在
高度成長期の1966(昭和41)年には、部落の98%が加入した家庭電話設
置のため公衆電話が廃止されたが、 1985(昭和60)年から集会所に再び設
置され、使用者の通話料を会計収入に充当した。 1995(平成7)年度の場
合、臨時収入は、集会所使用料、役場からの投票所借用料、部落外への器
具賃貸料、部落外住民からの祭典祝儀などである。特別会計は、①集会所
の手摺設置 (80340円)、②集会所カーペット購入 (92700円)、③コミュニ
ティ助成事業の経費 (102000円)、④集会所物置改修 (42834円)、⑤建造
物積立金の再積立 (183600円)、⑥有線放送設置 (150000円)の6件で‘
集会所への再投資が顕著である。収入源は①と②が預金引出、③と④が建
造物積立金、⑤が戸数割、⑥が設置戸の戸数割である。
1971 (昭和46)年、部落の領域内に170区画の住宅団地造成が完了し、
その後戸数がさらに増大し最終的に新たに2つの自治会が成立する (1998
年時点で計250戸)。これに市町村からの委託事務の広域統合化も重なり、
Q区の区会が実質的に機能する必要が生じ、 A部落に関わる自治は、 5つ
の自治会(部落会)から構成されるQ区区会とA組評議会というこ層構造
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に変化した。これに伴ってQ区の自治会費が「区費J、従来のA部落の区
費(部落協議費)は「組費Jと呼ばれるようになった。 1995(平成7)年
の場合、 A組評議会は組内選出評議委員10名(得票数土佐7名はQ区区会
議員を兼任)と各瑳班長(評議委員を兼任)14名から構成され、これに組
長が加わる。各委員は協議委員と道水路委員のいずれかを担当し、さらに
Q区役員として衛生自治・公民館併宮運営・体育・保健補導・消火栓管理
の各委員を分担する。諏訪大社御柱祭などの大規模な行事も、従来の部落
単位に代わってQ区全体で実行されるようになった。
さらに1972(昭和47)年以降、旧来の集落周辺にも住宅団地が順次開発
されて部落内部でも混住化が進み、 1995(平成7)年には区内者102戸・区
外者23戸にまで増大する。この結果、 1997(平成9)年には部落内部の行
政単位が2つの組に分割され、 1年おきに一方からA部落組長を他方から
副組長を選出する制度に改められた。部落の区外者制度は現在でも、部落
には正式に加入していない「未加入者Je，中小企業などの「未居住者J
という形で存続する。例えば1975(昭和50)年には1戸あたり区内者2700
円・区外者1650円を徴収し、また1995(平成7)年には区内者6800円・区
外者3500円のほか、企業の寮からも年額21000円を徴収している。ただし、
部落役員へのアクセス権の開放はさらに進み、混住化後の転入層からも
1997 (平成9)年に初めて組長が輩出され、翌1998(平成10)年にはこの
層から初の市町村会議員も誕生している。
4 .考察と結論
A部落の特徴としては、広大な国有林への隣接、明治期の製糸業の隆盛、
水力発電所の建設などを挙げ得る。このため特に戦前までの部落会計収入
において、国有林の委託管理や資源売買による収入、区外者徴収金、発電
、所補償金などに大きく依存し得た。また区費の等級割の歴史は意外に浅く、
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戦前にはむしろ過去へ遡るほど等級割の比率も低くなることを指摘し得る。
しかも等級割の採用期間も短〈、区費全体に占める比率が高かったのも終
戦後から高度成長期までの約15年間のみである。部落における家の威信表
示は、この形式的な等級割と、特別会計における上層戸からの寄付といっ
た形で機能し、部落内の社会秩序自体も中期的・長期的には流動性が高か
った。その要因としては、①明治期から現在に至るまでの転入戸(旧区外
者)の部落内における漸進的な信用獲得、②大正期から戦後期にかけての
上層戸の中心集落への転出、③戦後の農地改革をはじめとした土地所有移
動と、高度成長期における農外就業化の進行に伴う、経済階層の平準化・
逆転化、④高度成長期以降の住宅団地開発に伴う住民属性の多様化、など
が考えられる。さらに、これらを含めた部落内外の社会変動が、部落の共
同機能や政治システムをも変化させ、各時代の会計方針や収支内容にも
様々に反映されてきたといえよう。
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16 SUMMARY 
Historical Changes of the Finances and the Social Order in a 
Japanese Rural Community， Nagano Prefecture 
Satoshi IMAZA TO 
Over the last four decades， although some sociologists and 
geographers have discussed the relationship between the finances and 
the social order of J apanese rural communities， litle is known about 
its historical changes. The author investigated this relationship by 
using the annual financial reports and the minutes of a community 
from the Meiji era to the present in Suwa Basin， N agano Prefecture. 
In this case， a ranking system of household fees had been 
introduced from the Taisyo era to the high economic growth period. 
This system in general accounting and contributions by the upper 
class households in special accounting were effective in demonstrat. 
ing the pr田tigeof each household. 
However， these social order and financial policies of the com・
munity have been widely changed through the past one hundred 
years， which are mainly influenced by the following three factors: the 
economic mobility based on land ownership and non-agricultural in. 
comes， a steady increase of non-farming locals and newcomers， and 
the reorganization of the community with the development of hous. 
ing estates. 
Keywords: community finances， household fees， prestige， Suwa 
Basin 
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